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Ⅰ．研究の目的 

介護保険制度の基本理念の一つに在宅ケアの推進が

掲げられている。在宅ケアの支援のひとつに訪問リハビ

リテーションがあり、その重要性は増すことが予測され

る。  

このような在宅要介護高齢者を支援する職種に作業療

法士がある。在宅要介護高齢者にとっての作業活動と

は日常生活活動（ADL ）や手段的日常生活活動

（IADL）が基本となる。Park et al.(1994) は高齢者の

ADL/IADL 能力は、施設にいる時よりも自宅にいる時の

方が高い結果であったと述べている。これは自宅で実

施する ADL/IADL の介入の有効性を示唆した内容であ

る。在宅での ADL/IADL 能力を評価する指標に AMPS

（Assessment of Motor and Process Skills：運動技能

とプロセス技能）がある。本邦において、訪問リハビリテ

ーション利用者に対して、具体的にどのように介入すべ

きかについて検討した研究は見当たらない。 

本研究では、訪問リハビリテーションサービスは他職種

との連携が必要であり、介護サービスの指針の決定も作

業療法士の重要な臨床業務となっていることに着目し

た。そのため、AMPS のような客観的な指標が、対象者

の特性とどのような関係があるのかについて検討するこ

とを目的とした。これにより要介護高齢者に直接介入す

ることや、リハビリテーションに関わる看護師や同居家族

に ADL/IADL に対する具体的な介入方法を提案するこ

とである。 

 

Ⅱ．方法 

1. 調査対象 

訪問リハビリテーションを利用している 66 名を対象とし

た。 

 

2. 調査方法 

対象者の特性【①年齢、②性別、③疾患名、④発症し

てからの期間(month)、⑤要介護度、⑥障害老人の日

常生活自立度判定基準、⑦認知症老人の日常生活自

立度判定基準、⑧1 ヶ月の介護保険サービスの利用数、

⑨1 ヶ月間の介護保険サービス利用時間（hour）、⑩訪

問リハビリテーション介入期間(month)、⑪介護者の有

無】は事業所の診療録を閲覧することで情報を得た。

AMPS は、調査者が訪問時に評価を実施することで情

報を得た。 

 

3. 分析 

年齢を 60歳代以下の群、70歳代の群、80歳代以上の

群に分類した。要介護度 1 から 5、障害老人の日常生

活自立度判定基準の JからC、認知症老人の日常生活

自立度判定基準のⅠからMまでの対象者をそれぞれ 3

つの群に分類した。要介護度 1 を軽度群、要介護度 2

を中等度群、要介護度 3 から 5 を重度群とした。障害老

人の日常生活自立度判定基準のJ1からA2までを軽度

群、B1を中等度群、B2からC2までを重度群とした。認

知症老人の日常生活自立度判定基準のⅠを軽度群、

Ⅱを中等度群、Ⅲから M までを重度群とした。層化によ

る対象者の特性を独立変数、運動技能とプロセス技能

を表すAMPS測定結果を従属変数とし、AMPS得点に

対する年齢、要介護度、障害老人の日常生活自立度

判定基準、認知症老人の日常生活自立度判定基準の

影響については分散分析、性別、介護者の有無に関し

ては t 検定を用いて検討した。 

 

Ⅲ．結果 

本研究で対象となった 66 名の要介護高齢者のうち、

AMPS の地域で自立して生活が可能な最低能力基準

を満たす者は 7 名(10.6％)であった。運動技能得点の

最低能力基準値を満たす者はプロセス技能得点の基

準値も満たしていた。基準値を満たす者の方が難易度

の高い活動を選択した。 

AMPS の運動技能得点に及ぼす対象者の特性の影響

については、要介護度 [F(2/63)=20.49, p <.001]、障



害老人の日常生活自立度判定基準 [F(2/63)=12.26, 

p <.001]、認知症老人の日常生活自立度判定基準 

[F(2/63)=7.51, p <.01] に有意な主効果が認められ

た。 

AMPS のプロセス技能得点に及ぼす対象者の特性の

影響については、要介護度[F(2/63) =16.42, p <.001]、

障害老人の日常生活自立度判定基準 [F(2/63)=6.9, p 

<.01]、認知症老人の日常生活自立度判定基準 

[F(2/63)=16.74, p <.001]、介護者の有無 [t(64)=2.13, 

p <.05] に有意差が認められた。 

AMPS の課題難易度得点に及ぼす対象者の特性の影

響については、要介護度[F(2/63)= 12.89,  p <.001]、

障害老人の日常生活自立度判定基準 [F(2/63)=9.53, 

p <.001]、認知症老人の日常生活自立度判定基準 

[F(2/63)=4.18, p <.05]に有意差が認められた。 

 

Ⅳ．考察とまとめ 

本研究で対象となった 66 名の要介護高齢者のうち、地

域で自立して生活が可能な AMPS の最低能力基準を

満たす者は 7 名（10.6％）であり、運動技能得点の最低

能力基準値を満たす者はプロセス技能得点の基準値も

満たしていた。また、プロセス技能の最低能力基準を満

たす者は 34 名（51.5％）であった。要介護高齢者にお

いても、慣れている活動のプロセス技能は維持されてい

ることが示唆された。一方、要介護状態であることは、慣

れている ADL にも身体的援助を要す高齢者も存在し、

運動技能得点に影響を及ぼした。 

対象者の特性と AMPS の比較において、最も関係が深

かったのは要介護度であった。要介護度との関係が深

いことは、AMPS のもつ評価尺度が本邦の介護保険制

度にも対応しうる評価法であることが示唆された。また、

要介護高齢者においても、加齢に伴う機能的低下は、

プロセス技能よりも運動技能に大きな影響を及ぼすこと

が明らかになった。要介護度と AMPS の関係は、軽度

群では課題難易度が高い活動を選択し、運動技能、プ

ロセス技能共に高い得点を示すことが明らかになった。

重度群では課題難易度が低い活動を選択し、運動技

能、プロセス技能共に低い得点を示すことが明らかにな

った。要介護者でもプロセス技能は維持される傾向が

見られた。しかし、運動技能の低下が要介護度の重度

化に関連していることが示唆された。すなわち、慣れて

いる活動が困難になる原因は、プロセス技能の低下より、

疾患や虚弱による身体障害による運動技能の低下であ

ると考えられる。プロセス技能の低下が見られる対象者

は、運動技能の低下も顕著であった。 

 

Ⅴ．本研究からの提案 

本研究からの具体的な介入方法の提案は、2 点ある。1

つは、他職種、家族との連携であり、2 つめは、適応的

作業による援助である。 

作業療法士が他職種や家族との連携を図っていくため

には、要介護高齢者の状態像を的確でかつ、わかりや

すい言葉で伝えることが必要である。問題のある項目が

「目的物の操作(manipulates)」である場合、「手で道具

を器用に扱うことが難しい状態である」という情報提供を

他職種に行うことが可能である。そして、道具の扱い方

を教えることが必要である。対象者の行う活動について、

同様の視点を持つことにより、ADL の援助法が具体的

になると考える。 

作業療法士が実践で行う活動は、Fisher et al.(1998)

は、 「訓練 (Exercise) 」 、 「人工的作業 (Contrived 

Occupation) 」 、 「 治 療 的 作 業 (Therapeutic 

Occupation)」、「適応的作業(Adaptive Occupation)」

に区分している。これらの中で、適応的作業は、日常生

活に必要な活動を具体的な方法で援助することである。

運動技能は対象者にとって意味のある適応的作業によ

ってアプローチすることが必要であることが明らかとなっ

た。 

対象者の身心機能・身体構造へのアプローチは、訓練、

人工的作業で行われている。ICF の活動、参加に結び

つく援助のためには、適応的作業が必要であると考え

る。 


